








































































interests of the individual children）」の犠牲の下に、「一般的な子の最善の利益（the best 









のが、本稿のテーマとする「重大な危険」（13 条 1 項ｂ号）の抗弁である。同条項は、我













































                                                   
7 横山潤「国際的な子の奪取に関するハーグ条約」一橋大学研究年報法学研究 34 号（2000
年）３-101 頁、47 頁以下参照。石垣智子「国際的な子の奪取の民事上の側面に関する条












9 人権条約加盟国 47 か国の管轄内で生じた条約違反による侵害に関し、侵害を受けたと
する個人が、国内での救済手段が尽きたことを条件に、侵害した加盟国を相手に条約違反
の申立てを行うことができる。 
10 Neulinger and Shuruk v Switzerland (App No 41615/07) ECHR (GC) 6 July 2010, 
(2012) 54 EHRR 31. 本判決を紹介する邦語文献として、建石真公子「判批」国際人権 22
号（2011 年）173-176 頁、渡辺惺之「国際的な子の奪取の民事面に関する条約の批准を
めぐる検討問題（上）」戸籍時報 674 号（2011 年）24-47 頁、問題点を指摘するものと
して、磯谷文明・杉田明子「ハーグ条約の実務上の課題（１）」自由と正義 61 巻 11 号（2010
年）54-83 頁、早川眞一郎「『ハーグ子奪取条約』断想―日本の親子法制への一視点」ジ
ュリスト 1430 号（2011 年）12-18 頁、大谷美紀子「子の連れ去りに関するハーグ条約」
法律時報 83 巻 12 号（2011 年）36-43 頁、鳥澤孝之「国際的な子どもの連れ去り―『ハ











廷判決となると、その重みは一層のものとなる14。このため、①13 条 1 項ｂ号において実
現されるべき子の利益、②同条項の制限的解釈・調査方法のあり方、③先例であるモーム
ソー対フランス事件判決（以下、「モームソー事件判決」という。）との整合性に関し、大
                                                   
11 人権条約８条１項は「私的および家族生活が尊重される権利（the right to respect for his 
private and family life）」等を保障し、２項において、この権利行使に対して「法律に基
















ほか編『ヨーロッパ人権裁判所の判例』（信山社、2008 年）30-32 頁参照〔江島晶子〕。 
12 L Walker, ‘The Impact of the Hague Abduction Convention on the Rights of the 
Family in the Case-law of the European Court of Human Rights and the UN Human 













































                                                   
15 Schulz, ‘The enforcement of child return order in Europe: where do we go from here?’ 
[2012] IFL 43. 
16 13 条 1 項ｂ号に関するこれ以前の議論に関し、Beaumont and McEleavy, The Hague 
Convention on International Child Abduction（Oxford 1999）を参照のこと。 
17 第２章は、拙稿「ハーグ子の奪取条約に基づく返還命令における『重大な危険』の評価
と子の最善の利益－欧州人権裁判所ノイリンガー（Neulinger）事件大法廷判決の意義と
その後の動向－」早稲田大学大学院法研論集 144 号（2012 年）27-54 頁に公表した。 
18 第４章は、拙稿「ハーグ子の奪取条約 13 条 1 項ｂ号『重大な危険』の新たなアプロー
チ─英国Ｅ事件最高裁判決による提言を中心として─」早稲田大学大学院法研論集 147 号






































                                                   
19 第５章は、拙稿「ハーグ子の奪取条約『重大な危険』に基づく返還の例外を子の最善の
利益－欧州人権裁判所による 13 条１項ｂ号の制限的アプローチに関する新たな示唆―」
民事研修 684 号（2014 年）2－13 頁に公表した。 
20 第６章は、拙稿「ハーグ子の奪取条約が英国の国内手続に与えた影響－Ｊ事件貴族院判
決による提言を中心としてー」民事研修 689 号（2014 年）2-14 頁に公表した。 
7 
 
査のスタンスに若干の違いがみられる点を指摘し、両者の違いを分析した（8(2)）。結論と
して、我が国の条約実施法においては、条約の構造を意識しつつも、個別具体的な子の利
益の実現をもはかる中間型のアプローチが望ましく、証拠調べや事実の調査については、
人権裁判所型の後見的アプローチが採用されるべきことを提言した（8(3)）。また、英国に
見るように、従来の国内手続（家事審判手続）では、子の最善の利益を重視する本案型の
判断が行われるべきこと、しかし、ハーグ手続も保全に偏りすぎることなく、子の最善の
利益に適切に配慮した本案と保全の中間型の判断が行われるべきことを提言した。また、
国際的な子の連れ去り事案の特殊性という観点から、ハーグ条約の基準が国内的な連れ去
り事案の解決に直接に影響を及ぼし過ぎるものであってはならないこと、最後に、一試案
として、①審判前の保全処分の活用による迅速返還の実現、②人身保護手続の家庭裁判所
への移管、③国際的な子の連れ去り事案に関する家庭裁判所のワンストップ・サービス化
に関する提言を行った（8(4)）。 
 
以 上 
 
